（共同研究開発〔又は製品化〕の可能性の検討のための秘密保持契約書例）
秘密保持及び目的外使用禁止の契約書
〔　〕内は他の例文又は選択肢
（目的）
第１条　○○病院医師○○○○〔○○大学〕〔医療法人○○〕（以下、「甲」という。）と株式会社△△△△（以下、「乙」という。）とは、甲が有する〔開発した〕××手術に用いる☐☐器具に関する知識、ノウハウ、技術等（以下、「本技術」という。）に基づいて、乙が〔甲、乙協力して〕〔甲の協力の下に〕〔甲の指導の下に〕☐☐器具の製造〔製品化〕に向けた甲との共同研究開発の可能性の検討（以下、「本検討」という。）をするにあたり、以下のとおり契約（以下、「本契約」という。）を締結する。
（注：甲は本契約締結前に、本技術についての知的財産保護の手続を完了しておくことが望ましい。）

〔甲と乙との共同研究開発を着地点とするのではなく、乙単独で（必要に応じて甲の指導、助言、協力を得て）□□器具が製造（製品化）できるかどうかを検討するような場合（以下、これを「第２のケース」という。）：

（目的）
第１条　○○病院医師○○○○　‥‥　‥‥　に基づいて、乙が〔甲、乙協力して〕〔甲の協力の下に〕〔甲の指導の下に〕☐☐器具の製造〔製品化〕の可能性の検討（以下、「本検討」という。）をするにあたり、以下のとおり契約（以下、「本契約」という。）を締結する。〕
（注：甲の指導、助言、協力を前提とするならば、第２のケースも含む概念として「共同研究開発」という用語を定義することもできるので、この場合には第２のケースを考える必要はなくなる。）

（本技術の開示、検討と報告義務）
第２条　本契約締結後すみやかに〔１ヶ月以内に〕甲は本技術を、それを表わす適切な媒体又は手段をもって乙に開示するものとする。甲の書面による承諾がない限り、乙は当該媒体若しくは手段又はそれらによって表わされた情報の複写又は複製をすることはできない。
２．乙は、甲による本技術の開示を受けて、必要に応じて甲と意見交換を行い、本技術の開示の日から１年〔○年〕〔○ヶ月〕以内（以下、「検討期限」という。）に、本検討の結論を出し、かつ該結論とその理由を記載した報告書を作成して甲に交付するものとする。
（注：適切な媒体又は手段には、手書き図面、設計図、文書、印刷物、見本、サンプル、試作品、メモ、データを記録したUSBメモリ、CD-ROM、e-mail（通信）等（情報を永続的又は不変的に固定できるもの）があるが、相手方に開示したことを後日証明できるように受領した旨を明示してもらうべきである。）

（秘密情報）
第３条　本契約において「秘密情報」とは、甲及び乙が、本検討の目的に関して、情報の固定又は表現のための媒体、手段を問わず、相手方に開示する技術情報、営業情報及びその他一切の情報であって、秘密である旨の表示がなされている情報をいう。
２．秘密である旨を告げた上で口頭又は電気、電子的表示により開示された情報であっても、開示後１０日以内に秘密である旨を表示して適切な媒体又は手段をもって特定された情報は秘密情報として取扱う。
（秘密保持）
第４条　甲及び乙は、秘密情報を善良なる管理者の注意をもって管理するものとし、次条で規定する関係者以外に開示又は漏洩してはならない。但し、次の各号のいずれかに該当するものについては秘密情報としない。
(1) 相手方から開示または提示されたとき、既に公知であった情報
(2) 相手方から開示または提示されたとき、既に自ら保有していたことが書面等により証明し得る情報
(3) 相手方から開示または提示された後、自らの責に帰すべからざる事由により公知となった情報
(4) 相手方から開示または提示された後、正当な権限を有する第三者から守秘義務を負うことなく、開示を受けた情報
(5) 裁判所又は法令に基づく行政庁の命令により開示を命じられた情報
（関係者）
第５条　第４条の関係者は、弁護士、弁理士、コーディネータ、〔甲又は乙の協力者（甲又は乙の役員、従業員を除く）〕、及び甲又は乙の特定の最小限の役員又は従業員に限るもの〔とし、コーディネータ、甲又は乙の協力者、及び甲又は乙の役員又は従業員についてはその氏名を開示するもの〕とし、甲及び乙は、コーディネータ、〔協力者、〕役員又は従業員に本契約の内容を遵守する義務を負わせるものとする。但し、コーディネータ〔、及び甲又は乙の協力者〕については、甲乙が共に承認した者に限る。
〔２．甲又は乙は、コーディネータ、相手方の協力者及び相手方の役員又は従業員に、別紙の書式による秘密保持誓約書の提出を求めることができるものとする。〕
（目的外使用の禁止）
第６条　秘密情報は本検討にのみ使用するものとし、他の目的に使用してはならない。
（知的財産権の取得と発表）

第７条　本検討及び意見交換において創作された発明、考案、意匠、著作物、ノウハウ等一切の成果について〔の取扱いについては、甲乙協議の上決定するものとし、当該協議なしに〕〔は甲乙の共有とし、〕単独で権利取得の手続、発表等をしてはならない。
（共同研究開発）

第８条　甲及び乙は、本検討の結果、☐☐器具の製造〔製品化〕に向けた共同研究開発を行うことになった場合、別途共同研究開発契約を締結するものとする。
〔２．前項の共同研究開発契約には少なくとも次の内容を含ませるものとする。
（注：特に、甲が医師、大学、医療法人の場合）
(1) 甲、乙の秘密保持義務、目的外使用禁止義務
(2) 甲、乙において共同研究開発に携わる者を特定し、秘密保持義務を課すこと
(3) 共同研究開発のための費用は乙が負担すること
(4) 共同研究開発によって生じた知的財産は共有とし、権利取得手続、維持、管理等の費用は乙の負担とすること
(5) 共同研究開発の成果物の発表の時期と方法
(6) 乙が☐☐器具の製造、販売を行うことができること
(7) 甲が☐☐器具の製造、販売を行なわないことの補償として、及び甲の共同研究開発に対する貢献に適正に報いるために、共同研究開発の成果物についての知的財産権の有無にかかわらず、乙は☐☐器具の製造、販売によって得た利益又は売上げの実施料相当割合を甲に支払うこと
(8) 臨床試験については別途定めるものとし、この場合、乙は甲又は甲の所属する法人（機関）における事情を最大限尊重するものとすること〕
〔第２のケースの場合〕（注：特に、甲が医師、大学、医療法人の場合）
（〔☐☐器具の製造〔製品化〕〕）
第８条　本検討の結果、乙が☐☐器具の製造〔製品化〕の可能性があると結論した場合には、乙は☐☐器具の製造〔製品化〕の研究開発を継続して行うことができる。この場合に、乙は甲の協力、助言、指導を求めることができる。
２．乙は、甲による本技術の開示、甲の協力、助言、指導に対して、相当額の謝金を支払うものとする。

３．乙が☐☐器具の製造、販売により利益を得た場合には、甲が☐☐器具の製造、販売を行なわないことの補償として、及び甲の貢献に適正に報いるために、☐☐器具に関する知的財産権の有無にかかわらず、乙は該利益又は売上げの実施料相当割合を甲に支払うものとする。
４．本条第１項により乙が甲の協力、助言、指導を求める場合には、別途契約を締結するものとし、この契約には本条第２項および第３項に規定する乙の甲に対する支払いに関する条項を含ませるものとする。

（秘密情報媒体の返還）

第９条　甲及び乙は、〔本契約終了後、直ちに〕本検討の結果、乙が☐☐器具の共同研究開発を行なわないと結論した場合、〔（ケース２の場合）乙が☐☐器具の製造〔製品化〕の可能性がないと結論した場合〕、検討期限までに、相手方から受領した秘密情報に係るあらゆる媒体、手段（複写及び複製を含む。）を相手方に返還、または消去するものとする。
２．相手方から返還又は消去の要求があった場合も同様とする。
（注：e-mail等の場合には実質的に返還できないので消去することとする。）
（注：このような場合が起こることを想定して、あらかじめ（たとえば第２条３項として）、乙は甲による本技術の開示、甲の協力、助言、指導に対して、対価又は謝金○円を支払うものとする、というような条項を入れておくのも一案である。）
（契約期間）

第１０条　本契約の契約期間は締結日から検討期限までとする。但し、第４条（秘密保持）、第６条（目的外使用の禁止）及び第７条（知的財産権の取得と発表）の規定は、本契約の締結日から３年間〔５年間〕〔○年間〕〔秘密情報が存在する期間〕、有効とする。また、第８条〔共同研究開発〕の規定は当該共同研究開発契約が締結されるまで有効とする。〔ケース２の場合〕〔また、第８条（☐☐器具の製造〔製品化〕）の規定は、同条第４項の規定により別途契約を締結する場合は当該契約の締結まで有効とし、それ以外の場合は乙による☐☐器具の販売開始から１０年間、又は甲名義もしくは甲乙共同名義の☐☐器具に関する知的財産権の存続期間のうち、いずれか遅く終了する時期まで有効とする。〕
〔本契約自体の秘密〕
〔第１１条　甲及び乙は、本契約の締結日から○年間の間〔本契約の契約期間の間〕、本契約の存在を秘密に保持する。〕
（協議）

第１２条　本契約に定めのない事項及び本契約の解釈に疑義が生じた場合には、甲乙誠意を持って協議しその解決に努めるものとする。
（裁判管轄）
第１３条　本契約に関する訴えは、○○地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

〔仲裁〕

〔第１３条　第１２条の協議により解決できない場合は、日本知的財産仲裁センターの仲裁手続規則〔一般社団法人日本仲裁協会の商事仲裁規則〕に従って、（都市名）において仲裁により最終的に解決するものとする。〕
本契約の締結の証として、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各々１通を保管するものとする。
平成　　年　　月　　日
甲
住所

氏名（名称）


（代表者　○○　○○）印

乙
住所

名称



代表者　○○　○○　印
（注：この契約書ひな形は、甲の事情を考慮し、かつ考えられうる多くの事項を盛込んで作成されている。情況に応じて、適宜、取捨選択または修正されたい。）

秘密保持誓約書

殿

○○病院医師○○○○〔○○大学〕〔医療法人○○〕（以下、「甲」という。）と株式会社△△△△（以下、「乙」という。）との間で平成　　　年　　　月　　　日に締結された「秘密保持及び目的外使用禁止の契約書」の下で貴殿〔貴会社〕から開示された××手術に用いる☐☐器具に関するあらゆる秘密情報について第三者に開示又は漏洩いたしません。また、当該秘密情報を☐☐器具の製造〔製品化〕に向けた甲と乙との共同研究開発の可能性の検討〔第２のケースの場合：☐☐器具の製造〔製品化〕の可能性の検討〕にのみ使用し、他の目的には使用致しません。
平成　　年　　月　　日
住　所

氏　名

印

てんこ盛りバージョン（誓約書付）
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